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１章 計画策定にあたって 

１. 背景と目的 

（１） 計画策定の背景 

全国の自治体では、昭和 30 年代から 50 年代にかけての高度経済成長期に建設された大量の

公共施設が、これから一斉に更新時期を迎えようとしています。 

 一方、多くの自治体財政は依然厳しい状況が続いているうえに、人口減少・少子化等により今

後の公共施設の利用状況も大きく変化していくことが予想されます。 

 このため、限られた財源の下で、変化が見込まれる市民ニーズにも対応した今後の公共施設の

在り方について、現在全国各地で様々な議論や取組みが進められています。 

 本市においても、公共施設の多くは、人口増加の著しかった昭和 40 年代から 50 年代の半ば

に建設され、築後 35 年から 50 年を経過する中で劣化が進んでいることから、これから本格的

な老朽化対策を講じる時期が到来します。 

 また、全国の自治体と同様に人口の減少が予測される中で、各施設の利用者数の変化とともに、

生産年齢人口の減少に伴う市税収入の減少が予想されており、これらの変化や将来予測を踏まえ

た新しい公共施設の在り方が課題となっています。 

このような状況であるからこそ、限りある財源と資源（施設）を活用し、いかにして公共施設

の再生、再配置を進めていくのかを考えなければならない時を迎えています。 

＞図表 1-1 昭和４０年代から５０年代半ばに建設された主な公共施設（築年数は平成 2８年を基準） 

  

消防庁舎（昭和 44 年建設 築 47 年） 

南公民館（昭和 49 年建設 築 42 年） 勤労青少年ホーム（昭和 55 年建設 築 36 年） 

教育支援センター※旧戎小学校校舎を利用 

（※旧戎小学校 昭和 45 年建設 築 46 年） 
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（２） 本市の取組みと計画策定の目的 

本市では、公共施設の老朽化やそれに伴う費用の不足についての様々な課題に対処していくた

め、平成 25年度から公共施設の適正配置に向けた取組みを開始しました。 

 この取組みの中で、市内の公共施設の状況や課題の整理等を行うとともに、市民・利用者の意

向把握のためのアンケート調査やパブリックコメントを実施し、平成 26年１２月には、「誰もが

利用しやすく誰もが集える公共施設」を基本理念（めざす姿）とする「泉大津市公共施設適正配

置基本方針（以下、「基本方針」という。）」を策定しました。 

 さらに、いわゆるハコモノである公共施設にとどまらず、道路、橋梁、上下水道などのインフ

ラ資産等を含めた公共施設の情報を一元化のうえ、今後の整備・更新の見通しを検証し、本市の

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進する「泉大津市公共施設等総合管理計画」を平成 28

年４月に策定したところです。 

 この「泉大津市公共施設適正配置基本計画（以下、「基本計画」という。）」は、これまでの本市

の検討経過などを踏まえ、上述の基本理念の実現に向けて、いつまでに、どのように公共施設の

適正配置を進めていくのかを示すため策定するものです。 

 

＞図表 1-2 本市の取組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年 4 月  

適正配置に向けた検討体制確立 

 

平成 26 年 12 月  

公共施設適正配置基本方針 

平成 28 年 4 月  

公共施設等総合管理計画 

平成 29 年 6 月 

公共施設適正配置基本計画 

基本理念の実現に向け、対象期間・対象施設・

適正配置計画・実現手法等を示している。 

公共施設における様々な課題を解決するため、

庁内における検討体制の確立を行う。 

公共施設適正配置の基本理念（めざす姿）及び

５つの基本方針を示している。 

総務省の策定要請に応じて、公共施設にインフ

ラ資産等を加えた公共施設等の総合的かつ計

画的な管理を推進する方向性を示している。 
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２. 本市の現状と課題 

（１） 人口の現状と将来推計人口 
（「基本方針」：第１章 本市の概況より一部抜粋） 

これまでの推移によると、本市の人口は、平成 2年から平成 17 年まで増加傾向にありまし

たが、その後、減少に転じています。年齢別構成人口をみると、老年人口が増加し、生産年齢

人口率及び年少人口率が減少しており、少子高齢化（子どもが減って、高齢者が増えること）

が進行していることがわかります。 

また、これまでの推移及び将来推計より、平成 22 年と平成 52年で比較すると、本市の人

口は、12,659 人（16.3％）減少する見込みとなっています。年齢別構成人口をみると、年

少人口は 5,439人（43.6％）の減少、生産年齢人口は 14,132 人（28.4％）の減少が見込

まれますが、老年人口は 6,912 人（44.9％）の増加が見込まれ、今後、少子高齢化が著しく

進行することが予測されます。 

 

＞図表 1-3 泉大津市の総人口（年齢別人口）の実績と見通し 

 

※平成 22 年までは国勢調査、平成 27～52 年は「日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）年３月推計）」

（国立社会保障・人口問題研究所）より引用 

  

12,283 11,224 12,499 13,198 12,461 10,900 9,592 8,711 7,833 7,319 7,022

48,162 49,485
52,214 51,703

49,702
47,355

46,268
45,005

43,063
39,680

35,570

6,590 8,133

10,378 12,772
15,385

18,261
19,227

19,296
19,645

20,799

22,297

67,035
68,842

75,091
77,673 77,548 76,516

75,087
73,012

70,541
67,798

64,889

18.3% 16.3% 16.6% 17.0% 16.1% 14.2% 12.8% 11.9% 11.1% 10.8% 10.8%

71.8% 71.9%

69.5% 66.6%
64.1%

61.9%
61.6%

61.6%
61.0%

58.5%
54.8%

9.8%
11.8%

13.8% 16.4% 19.8%
23.9%

25.6%
26.4%

27.8%

30.7%

34.4%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年 平成52年

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

将来推計これまでの推移



１章 計画策定にあたって 

4 

 

＞図表 1-４ 泉大津市の年齢別人口の見通し 

 

 

 
年少人口 

（15 歳未満） 
生産年齢人口 
（15～64 歳） 

老年人口 
（65 歳以上） 

平成 22 年 12,461 49,702 15,385 

平成 32 年 9,592 46,268 19,227 

平成 42 年 7,833 43,063 19,645 

平成 52 年 7,022 35,570 22,297 

※図表１－３のデータに基づき年齢別人口の見通しをまとめたもの 
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本市において、「人口減少と少子高齢化」が著しく進行することが予想されます。 

【平成 22 年→平成 52 年】 

総人口：約 16％減、年少人口：約 44％減、生産年齢人口：約 28％減、老年人口：約 45％増 

ワンポイント！ 
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（２） 財政の現状および見通し 
（「基本方針」：第２章 本市の財政状況より一部抜粋） 

① 歳入 

普通会計の歳入額は平成 22 年度まで概ね増加傾向にありましたが、以降は減少、横ばいの

状態が続き、その後、平成 25、26 年度は再び増加しています。また、歳入のうち、主要な自

主財源である市税は、平成 20 年度の 117.8 億円をピークに減少しています。 

＞図表 1-5 歳入の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理のため合計と内訳が一致しない場合があります。 

②歳出 

平成 26 年度における普通会計の歳出額は約 287.7 億円であり、平成 17 年度以降は 251.

４億円から 293.2 億円の間で推移しています。その内、扶助費※が平成 17 年度の 50.0 億円

から、平成 26 年度の 80.1 億円へと大幅に増加しています。 

※扶助費とは、主に児童・高齢者・生活困窮者支援に係る費用のことをいいます。 

＞図表 1-6 歳出の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※端数処理のため合計と内訳が一致しない場合があります。 

 

 

 

 

50.0 50.0 50.8 52.6 53.9 68.6 73.1 73.1 75.1 80.1 

55.1 55.3 54.9 60.3 45.5 
45.6 46.2 40.8 43.1 40.4 

27.8 28.7 31.9 
33.7 

36.0 
36.8 37.5 37.1 36.1 34.0 

31.9 26.2 27.6 11.8 21.1 

30.8 17.2 21.2 
34.4 23.7 

91.0 91.4 95.0 93.0 110.3 

103.4 
101.7 100.1 

104.5 
109.5 

255.9 251.5 
260.3 

251.4 
266.8 

285.2 
275.5 272.3 

293.2 287.7 

0

50

100

150

200

250

300

350

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

扶助費 人件費 公債費 投資的経費 その他経費

（億円） 

（億円） 

歳入では、「自主財源である市税の減少」、歳出では、「扶助費の増加」が予想されます。 

⇒人口減少や少子高齢化の進行が、財政状況に大きな影響を及ぼすことが懸念されます。 

ワンポイント！ 




